


国名 フィリピン ケニア ケニア 南アフリカ フィリピン 南アフリカ ガーナ エジプト エジプト ホンジュラス インドネシア カンボジア

プロジェクト名 初中等理数科教育開発
パッケージ協力

中等理数科教育強化１
(SMASSE I)

中等理数科教育強化２
(SMASSE II)

ムプマランガ州中等理数
科教員再訓練（MSSI I）

初中等理数科教員研修
強化計画（SBTP)

ムプマランガ州中等理数
科教員再訓練２（MSSI II）

小中学校理数科教育改
善（STM）

小学校理数科授業改善 小学校理数科教育改善 算数指導力向上
（PROMETAM）

初中等理数科教育拡充
計画（IMSTEP)

理数科教育改善計画

プロジェクト （自） 1994年6月 1998年7月 2003年7月 1999年11月 2002年4月 2003年4月 2000年3月 1997年12月 2003年4月 2003年4月 1998年10月 2000年8月

期間 （至） 1999年5月 2003年6月 2008年6月 2003年3月 2005年4月 2006年4月 2005年2月 2000年11月 2006年3月 2006年3月 2003年9月 2003年7月

（年） 5年 5年 5年 3年 3年 3年 5年 3年 3年 3年 5年 3年

（延長） フォローアップ：1999年6
月～2001年5月

2005年9月まで延長 2004年9月まで延長

案件の実施状況 終了案件 終了案件 実施中 終了案件 実施中 実施中 実施中 終了案件 実施中 実施中 実施中 実施中

協力形態 プロ技、協力隊チーム派
遣、個別専門家派遣、国
別特設研修

技プロ 技プロ 個別専門家チーム派遣 技プロ 技プロ 技プロ 個別専門家チーム派遣 技プロ 技プロ 技プロ 技プロ

相手国実施機関 フィリピン大学理数科教
育開発研究所理数科教
師訓練センター（UP-
ISMED-STTC）、教育文
化スポーツ省（DECS）、科
学技術省（DOST）

教育・科学技術省、ケニ
ア理数科教員養成大学
（KSTC）

教育科学技術省、
ケニア理数科教員養成大
学内にSMASSE INSET
UNITを設置

ムプマランガ州教育省 教育省 ムプマランガ州教育省、
プレトリア大学理数科教
育センター

教育省ガーナ教育サービ
ス（GES）教師教育局
（TED）

教育省、
国立教育開発センター
（NCERD）

国立教育研究開発セン
ター（NCERD）、
カイロ県内の実験校4校
（モデル校）

教育省、国立教育大学 国立教育省高等教育総
局（DGHE)、インドネシア
教育大学（バンドン）、ジョ
グジャカルタ国立大学、マ
ラン国立大学

高等学校教員養成校、
教育・青年・スポーツ省

日本側協力機関 文部省 文部科学省、広島大学、
他

文部科学省、広島大学 文部科学省、広島大学教
育開発国際協力研究セン
ター、鳴門教育大学

埼玉県教育委員会、協力
隊事務局技術顧問

文部科学省、広島大学教
育開発国際協力研究セン
ター、鳴門教育大学

文部科学省、広島大学、
福岡教育大学、信州大
学、宮崎大学、兵庫県・大
分県教育委員会

文部省 北海道教育大学 文部科学省 文部科学省、東京学芸大
学、宇都宮大学、群馬大
学、静岡大学

文部科学省、名古屋大
学、愛知教育大学、岐阜
大学、三重大学、奈良教
育大学、東海女子短期大

初中等別 初中等 中等 中等 前期中等 初中等 前期・後期中等 初等・前期中等 初等 初等 初等 初中等 後期中等
理数科別 理数科 理数科 理数科 理数科 理数科 理数科 理数科 理数科 理数科 算数 理数科 理数科
INSET/PRESET別 INSET INSET INSET INSET INSET INSET INSET INSET INSET INSET INSET/PRESET INSET/PRESET
研修システム カスケード カスケード カスケード カスケード・校内研修 クラスター・

校内研修
クラスター・校内研修
（一部カスケード）

パイロット・校内研修 パイロット パイロット パイロット 大学拠点型・パイロット 大学拠点型

対象地域 全国研修（NTP）の対象地
域は全国。なお、パッケー
ジ協力の拠点モデル地域
として、リージョン5、6、11
が選定された。

ケニア全国の72ディストリ
クトのうち9ディストリクト
が対象とされた。なお、
2001年4月から6ディストリ
クトが更に加わり、15ディ
ストリクトが対象とされた。

・ケニア国内：72ディストリ
クト中フェーズ1対象の9
ディストリクトを除く地域
・域内連携対象地域：周
辺12か国

ムプマランガ州　10 ディス
トリクト

リージョン5、6、7I（11が運
営指導調査団の調査時
に追加された）

ムプマランガ州　3 リー
ジョン

アクラ：教育省ガーナ教育
サービス（GES）教師教育
局（TED）、アクロポン・ア
クロケリ・タマレの教員養
成校

特に設定なし カイロ県 エル・パライソ県、コロン
県、オコテペケ県

初中等理数科の教員養
成機関であるインドネシア
教育大学（バンドン）、ジョ
グジャカルタ国立大学、マ
ラン国立大学の３大学が
設定された。

特に設定なし

目標 上位目標 フィリピンの理数科教師
の質の向上

理数科目についてのケニ
アの青少年の能力が向
上する。

１．ケニア国内：理数科科
目についてケニアの青少
年の能力が向上する
２．域内連携：メンバー国
の中等教育レベルの理数
科教育が強化される

１．ムプマランガ州の8、9
年生が質の高い理数科
の授業を受けることがで
きる
２．ムプマランガ州の理数
科教員の指導力が向上
する

初等中等学校生徒の理
数科の成績が持続的に
向上する

１．ムプマランガ州の8～
12年生が質の高い理数
科の授業を受けることが
できる。
２．ムプマランガ州の8～
12年生の理数科教員の
指導力が向上する。

（長期的上位目標）プログ
ラム地区の小中学校にお
いて児童・生徒の理数科
の学力が向上する
（短期的上位目標）教員
研修を受講した理数科教
員に指導を受けた児童・
生徒の学力が向上する

生徒の理数科における学
力が向上する

理数科のガイドブックを用
いた新しい教授法が、カ
イロ県及びPPMU研修の
対象県の小学校で活用さ
れる

プロジェクトの成果が普及
し対象３県以外でも教員
の算数科指導力が向上
する

(上位目標）プロジェクトで
得られた成果が他の教員
養成機関に普及する、
（スーパーゴール）インド
ネシア国の初中等学校の
生徒の理数科における学
力及び実践的能力が向
上する

カンボジア国の理数科教
員の能力が向上する

プロジェクト目標 INSETシステムの確立 パイロットディストリクトに
おいて、現職教員研修
（INSET）により中等教育
レベルの理数科教育が強
化される。

１．ケニア国内：現職教員
研修(INSET）によりケニア
の中等理数科教育が強
化される
２．域内連携：メンバー国
の教員養成機関及び中
学校でASEI/PDSI授業が
実践される

ムプマランガ州に学校中
心の理数科現職教員研
修システムが構築される

初等中等教育において、
生徒中心の授業を行うた
めの理数科現職教員の
授業構築力・教科指導力
が向上する

ムプマランガ州において8
～12年生の理数科現職
教員のためのカスケード
方式の校内研修実習シス
テムが確立される

プログラム地区における
小中学校理数科教員の
指導力が向上する

初等理数科の教授法が
改善される

理数科のガイドブックを用
いた新しい教授法が、モ
デル校において定着し、
更なる普及のための基盤
が整備される

指導書等の活用により、
対象地域のエル・パライソ
県、コロン県、オコテペケ
県における初等教育の第
１課程と第2課程の現職
教員の算数科指導力が
向上する

インドネシア教育大学、
ジョグジャカルタ国立大
学、マラン国立大学の３
大学の理数科教育学部
の卒業生が学校現場で
の教育を向上させる

１．中等理数科教員養成・
訓練の改善に係る中・長
期計画が策定される
２．教員養成校の理数科
教育に係る機能・能力が
向上する

投入 （長期専門家：人） 18 12 5 2 3 2 6 3 4/年 2／年 8 6
（短期専門家：人） 26 33 4～5／年 39 3 36 14 15 5/年 2～3/年 37 19
（研修員受入：人） 93 35 80（本邦研修）

60（第三国研修）
2 3 ー 21 14 5/年 3／年 37 12

（機材供与:千円） 113,518 122,000 200,000 15,000 ー 27,000 26,000 ー 12,341 46,705
(機材供与：現地） 749万ペソ ー
（その他） JOCV:25名 SMASSE-WESCA研修受

入れ220名
実験用機材等（機材は専
門家携行機材にて対応）

JOCV:(一般：12名、短緊
隊員1名、シニア：1名）

JOCV（含：シニア隊
員）:13名／年

（計画／実績区分） 実績 実績 計画 実績 当初2年間の実績 計画 2002年までの実績 実績 計画 計画 実績 2003年までの実績
他スキームとの連携 無償資金協力による

STTCの建設
JOCVチーム派遣

無償資金協力にて理科教
員養成大学（KSTC)の機
材整備（97年度、2.04億
円）
JOCV派遣1971年から計
31名（2002年9月時点）、
キシイ、マクエニにグルー
プ派遣

無償資金協力にて理科教
員養成大学（KSTC)の機
材整備（97年度、2.04億
円）
JOCV派遣1971年から計
31名（2002年9月時点）、
キシイ、マクエニにグルー
プ派遣

草の根無償による教員セ
ンターの建設、関連資機
材の供与、国別特設研修
(52名)

無償資金協力「学校校舎
建設計画（91～97）」
第三国研修「教員のため
の教育技術」(99～03）

JOCVと連携 CPが広島大学と鳴門教
育大学に留学、また第三
国長期研修にてシンガ
ポール国立大学を修了。
ノンプロ見返り資金を活
用し、現職教員研修、教
員養成校施設整備、教員
宿舎建設等を実施。国別
特設研修との連携を実
施。草の根無償資金協力
で、地区の小学校建設。

国別特設研修 専門家チーム派遣「小学
校理数科授業改善」で
NCERD研究者と共に小学
校理数科の教師用指導
書(ガイドブック）を開発し
た。本プロジェクトは、そ
のガイドブックに基づいた
教授法を現場レベルで定
着させるものである。

無償資金協力で国立教
育研究所建設（1989年）
関連JOCV派遣累積60名

無償資金協力でインドネ
シア教育大学の理数科教
育学部棟建設及び機材
供与、青年海外協力隊が
同時期に派遣されていた

個別専門家（教育省アド
バイザー等）

他機関との関係 世銀ローン、円借 英国DFIDが初等学校教
員に対する再訓練を実施
中

中等教育及び理数科教
育に対する支援は現在行
われていない。

プレトリア大学（本チーム
派遣の現地協力機関とし
て、主に技術面からの協
力）、英国DFIDによる英
語、理科、算数に関する
小学校教員再訓練計画
進行中、カナダCIDAによ
る小学校低学年教員に対
する支援、米国平和部隊
理数科隊員（州内の一部
地区）等

世銀、（国際協力銀行）
Third Elementary
Education Project (97-
04)、アジア開発銀行（国
際協力銀行）Secondary
Education Development
and Improvement Project
(00-06)

世界銀行とEUが実施中
の包括的教育プログラム
（EEP）を実施中。両ドナー
間の調整を行うため、教
育省内に設置された
PPMUが、上述のチーム
派遣で開発されたガイド
ブックに基づいた教授法
の研修を２県で実施。
JICAは同研修に対して講
師派遣を行う。

世銀、ADBが学校補助金
プログラムを実施中。ま
た、世銀、ADB、ユネスコ
が地域を主体とした教員
再訓練、教科書配布、校
舎建設、マネジメント等各
種プログラムを実施中。ま
た、CIDA、世銀が教育の
地方分権化に向けた具体
的実行計画立案への協
力を実施中。

案件概要表

類型１：カスケード型のINSET研修案件（教員トレーナーを育成する） 類型２：クラスター型のINSET研修案件（教員に研修の場を提供する） 類型３：教授法ガイドブック開発を中心としたINSET研修案件 類型４：大学中心のINSET/PRESET研修案件
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国名 フィリピン インドネシア カンボディア エジプト ケニア ガーナ 南アフリカ ホンジュラス

案件名と類型 パッケージ協力（類型1）
SBTP（類型２）

IMSTEP（類型4） STEPSAM（類型4） 小学校理数科授業改善(類型
3)

SMASSEフェーズ１（類型1）
SMASSEフェーズ２（類型1）

STM（類型2） MSSIフェーズ１（類型1）
MSSIフェーズ２（類型2）

PROMETAM（類型3）

国土面積 29.9万km2 189.１万km2 18.1万km2 100万km2 58.3万km2 23.9万km2 122万km2 11.2万km2

人口 7,650万人（2000年） 2億600万人（2000年） 1,140万人（1998年） 6,920万人（2003年） 2,868万人（1999年） 1,970万人（2001年） 4,210万人（2001年） 607万人（2001年）

社会の特徴 マレー系が主体。他に中国
系、スペイン系、及びこれら
の混血、その他少数民族。国
民の83％がカトリック。イスラ
ム教5％。

多民族（27種別に大別され
る）。

9割以上がクメール系。内戦
による人材、特に知識階層の
損失が大きい。

アラブ人中心。アラビア語が
公用語。

キクユ人、ルヒア人等多数の
部族から構成される。宗教
は、伝統宗教、キリスト教、イ
スラム教など。

多民族、キリスト教約半数、
イスラム教約15％、その他伝
統宗教。

94年に史上初めて全人種参
加の総選挙実施。黒人
77％、白人11％、カラード
9％、インド系3％。英語、アフ
リカーンス語、バンツー諸語
（ズールー語など）の合計11
が公用語。

混血91％、先住民6％。伝統
的にカトリック。

経済成長率 4.6%(2002年） 3.7％（2001年、実質） データなし 2.0% (01/02年) 0.0%（90～98年） 4.0%（2001年） 3.0％。（2002年） 4.8％（2000年）

一人あたりGNP
（1999年、US$）

1,020 580 260 1,400 360 390 3,160 760

初等・中等教育体
系（初等－中等、
または初等－前期
中等－後期中等）

6-4制 6-3-3制 6-3-3制 6-3-3制（1999年9月新1年生
より。以前は5-3-3制）

8-4制 6-3-3制 6-3-3制 6-3-3制

教育制度 就学前教育1年と初等教育
の7年間が義務教育。1998年
に高等教育は無償化され
た。

前期中等まで義務教育。小
学校教員は高卒後の2年課
程、中学校教員は高卒後3年
課程、高校教員は学士。教
育費用は親も負担（特に中
等、高等レベル）。

義務教育は9年*。高校教員
は大学卒業後FOP(教員養成
校)で養成。

前期中等まで義務教育（9年。
以前は8年）。小学校教員の
養成は国立大学の教育学部
で行う。

初等教育は義務教育ではな
いが、無償化された**。

小学校・中学校の9年間が義
務教育。1996年より基礎教
育の義務・無償化プログラム
（free Compulsory Universal
Basic Education: fCUBE）を
実施中。小中学校教員の養
成は3年制の教員養成校で
実施。

７歳から15歳あるいは第9学
年修了のどちらか早い時期
までが義務教育。アパルトヘ
イト時代は人種によって異な
る制度。白人以外に対する
無償義務教育は1986年に開
始されたが、完全無償ではな
く、父母の負担分が残され
た。

初等教育は義務教育。小学
校教員養成の師範学校は後
期中等教育課程に位置づけ
られる。

教育行政 分権化。リージョン、ディビ
ジョン、ディストリクトの各地
方自治体レベルに教育事務
所。

中央の監督の下、地方分権
で実施。教育費用は一部生
徒の家庭負担（特に中等、高
等）。

地方分権化を推進。 教育大臣ー県教育局ー地区
教育事務所。小学校は地区
教育局の管轄下。地方では県
教育局、地方教育事務所の
影響が大きい。

初等教育を除きかなり中央
集権化されている。

110の郡の教育事務所が地
域の学校を管轄し、中央・地
方連携で教育行政を行う。

高等教育を除く全ての教育・
訓練の責任は復興開発計画
（1994年）により州政府に委
譲される。

97年より教育行政が地方分
権化。「行政・予算・人事」権
が全国18県の教育委員会の
権限下におかれる。

授業言語 理数科目は英語 インドネシア語。ただし、教育
の初期段階では、または必
要に応じて、ローカル言語も
使用可能。教授内容によって
は外国語での授業も可能。

クメール語 基本的にアラビア語。カイロ県
には英語で授業を行う公立校
が少数ある。

初等教育の3年から4年まで
は各部族語。それ以降は全
て英語。

英語 母語、アフリカーンス語、英
語を履修。（復興開発計画で
は教授言語/学習言語につき
「小学校第1学年から2言語を
使用する」ことを提言。中学
校以上の教科書はほとんど
英語とアフリカーンス語。）

スペイン語

初等教育純就学率
(00/01年：
UNESCOホーム
ページ）

93% 92% 85% 93% 69% 58% 89% 88%

中等教育純就学率
（00/01年：
UNESCO）

77% 48% (99/00年) 17% 79% 23% 31% 57% データなし。

理数科教育におけ
る課題

①学習到達度の低さ、②教
員養成課程における教授法
や教育内容、教科に係る専
門科目の不足、⑤教員研修
制度の未整備、教育資機材
の未整備

①教員資格制度の改定に伴
い「無資格」となった教員に
対する資格付与、②教員の
資質、③実験器具の不足・活
用不足。④カリキュラム・教
材に問題、⑤教育運営管理
が不十分

①教員の質・不足、②実験器
具などの不足・活用不足、③
カリキュラム・教材の不備、
④教育運営管理、⑤教員研
修制度の未整備、⑥具体的
教育政策の未整備

①教員の資質、②教材、③実
験器具などの不足・活用不
足、④教育運営管理、⑤学
校・教室の不足

①工業化をにらんだ労働力
につながるような理科教育の
欠如、②教員研修制度の未
整備、③理科教育設備の老
朽化、④カリキュラムの未整
備、⑤暗記偏重の教育

①教員の資質、②教材の質・
不足、③カリキュラムの未整
備、④教育運営管理

①教員の質・不足、②実験器
具などの不足・活用不足、③
カリキュラム・教材、教育運
営管理、④アパルトヘイトに
よる社会的背景（黒人に対す
る理数科教育の軽視）

①初等教育の就学率の拡
大・修了率の改善、②教員の
資質、③カリキュラム・教材、
④教育運営管理

*UNESCOホームページでは、義務教育はないとされている。　　**UNESCOホームページでは、義務教育は8年間とされている

対象国の社会経済・教育概況一覧

社会・経済概況

（外務省ホームページ
より作成、一人あたり
GNPのみWorld
Development Report
2000/2001）

教育概況

（関係者アンケート、プ
ロジェクト報告書、
UNESCOホームペー
ジ、海外職業訓練協会
ホームページ等より作
成）

2 添
付
資
料
２
 対
象
国
の
社
会
経
済
・
教
育
概
況
一
覧
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各案件のロジックモデル 
 
 
次項以降に、初中等理数科技プロ 12 案件のロジックモデルと、ロジックモデルから導き出されたプ
ロジェクトにおける主なアプローチ内容を示す。 
 
各案件のロジックモデルは、既存の事前評価報告書、中間評価報告書、終了時評価報告書等に記載
されていた PDM を基に作成した。また、案件関係者にアンケートを実施し、関係者の意見を踏まえ
てロジックモデルに修正を加え、最終的に完成させたものである。 
 
JICA の技プロ案件の評価では、PDM を用いた評価が実施されることが多い。PDM 上では、プロジェ
クトの構成要素を「投入」→「活動」→「アウトプット」→「プロジェクト目標」→「上位目標」
という 5つのボックスに集約している。しかし、そのために、多くの案件が持つ複線的1かつ重層的
2な因果関係が正確に表現できないという点が指摘されている。本評価では、ロジックモデルを作成
することによって、より正確にプロジェクトの因果関係を表現することを試みた。 
 
また、本ロジックモデルでは、プロジェクトを運営範囲内と運営範囲外に整理を行っている（プロ
ジェクトの運営範囲とは、プロジェクトの現場で実際に実施、コントロールしており、プロジェク
トが達成に責任を持つ範囲を示す）。外部条件やプロジェクトの上位目標はプロジェクトの運営範囲
外として整理を行った。各案件のロジックモデルでは、プロジェクトの運営範囲外の要素は、影付
の四角で示している（下記の例を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、本評価で作成した計 12 件のロジックモデルは、インタビューやアンケートの結果に基づいて、
調査団が本分析のために作成したものである。このため、モデルで表現した因果関係が、実際のプ
ロジェクトの想定から乖離している部分もあり得る事をあらかじめお断りしておく。

                                                   
1 原因―結果の関係が、必ずしも一対一対応にはならない。一つの原因が複数の結果を生むこともあれば、複
数の原因が一つの結果に繋がることもある。 
2案件の因果関係は、必ずしも「投入」→「活動」→「アウトプット」→の順にはならない。一つのアプローチ
の成果が、別のアプローチの投入要素となる場合もある。 

 
プロジェクトの範囲内 

 
プロジェクトの範囲外 
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1.フィリピン国初中等理数科教育開発パッケージ協力（類型 1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フィリピン国初中等理数科教育開発パッケージ協力

（フィリピン側）
１．CP配置：105-117 名（年）
２．予算配置：9100 万ペソ

中央管理活動

（日本側）
１．長期専門家（チーフアドバイ
ザー）；2名
２．国別特設研修：69名
３、個別一般研修：2名

中央訓練プログラム活動（NTP）

（日本側）
１．長期専門家；15名
２．短期専門家：24名
３、CP研修：18名
４．機材供与：113,518,000 円
５．ローカルコスト負担：76,408,000円

（フィリピン側）
１．CP配置：4名
２．予算配置：2275 万ペソ

地方訓練プログラム活動（RTP）

（日本側）
１．長期専門家；1名
２．短期専門家：2名
３．JOCV 派遣：25名
４、CP研修：4名
５．機材供与：749万ペソ
６．ローカルコスト負担：168 万ペソ

CMT（中央管理チーム）を設
置する

INSET 全体計画を策定する

３モデル地区で
の関係者へのオ
リエンテーショ
ン実施する

TWG（関係機関の
定期連絡会）を
実施する

各リージョンの DECS 内に RMT（地方管
理チーム）を設置する

簡易実験器具や実
験活動シート・教
員用実験ガイドが
開発される

カリキュラム・指
導法・教材が開発
される

STTC スタッフに
よって NTP を実施
し、フォロー
アップを行う

NTP に参加したリー
ダー・トレーナーに
よって３モデル地区
での RTP が実施される

RSTC に対して RTP
実施の支援を行
う（JOCV）

RSTC スタッフの
知識・技能が向
上する

STTC スタッフの
知識・技能が向
上する

RTP に参加した教
員トレーナーの
能力が向上する

NTP に参加した教
員トレーナーの
能力が向上する

RTP に参加した教
員トレーナーに
よって DTP が実施
される

RTP によって PWA（実
践的訓練方法）手法
が紹介される

３モデル地域の理数科教員の能力が向上する（上位目標/協力当初のプロジェクト目標）

３モデル地域の初中等学校生徒の理数科能力が向上する（協力当初の上位目標）

３モデル地域の理数科教員によって研修プログラムの成果が教育現場に適用される

INSET システムが確立される（プロジェクト目標）

（外部条件）
・PWA が教育現場で適用さ
れ普及される
・研修を受けた教員が学校
現場から離職しない

（外部条件）
・INSET 関連予算が継続的
に確保される

・無資格教員再研修への支
援（RISE）
・大学生対象の Pre-
Service 訓練
・無償資金供与校への機材
使用方法の講習
・啓蒙活動
・教材開発
・初中等学校への巡回指導
を中心とする学校訓練プロ
グラムを実施する関係者の INSET へ

の理解が深まる

A

C

D

D

F

I

地区訓練プログラム活動（DTP）

各地区の DECS 内に DMT（地区管理チー
ム）を設置する

E
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「フィリピン国初中等理数科教育開発パッケージ協力」の主なアプローチ内容 

 
主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 

A.運営管理システム整備 ○ ・CMT（中央管理チーム）、RMT（地方管理チーム）、DMT（地
区管理チーム）を設置する。 

B.教員ニーズ分析 ― 
 
 

C.研修教材開発 ◎ 
 
・簡易実験器具や実験活動シート・教材を開発する。 

D.教員養成機関教官への訓練 ◎ ・理数科教師訓練センター（STTC）スタッフ、地方理数科
教育センター（RSTC）スタッフに対して技術移転を行う。 

E.教員トレーナーへの研修 ◎ ・STTC スタッフによって、教員トレーナーを対象とした中
央訓練プログラム（NTP）、地方訓練プログラム（RTP）を実
施する。 

F.現職教員への研修 ○ ・地方訓練プログラム（RTP）に参加した教員トレーナーに
よって、現職教員を対象としたディビジョン研修（DTP）を
実施する。 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

― 
 
 

H.モニタリング・評価 ― 
 
 

I.関係者への支援促進活動 ○ ・関係者に対して INSET に関するオリエンテーションを実
施する。 

J.他地域への普及 ― 
 
 

K.教員研修に関する政策提言 ― 
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2.ケニア国中等理数科教育強化計画フェーズ１（類型 1） 

 

 

 

パイロットディストリクトの中学生の理数科能力が向上する

ケニア国中等理数科教育強化計画（フェーズ１）

（日本側）
１．長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、生物、化学、物理、数学、教育評価）；12名
２．短期専門家：（生物、化学、物理、数学、教育評価、その他）：33名
３．CP研修：（理数科目等）35名
４、機材供与：理数科実験機材、コンピュータ等: 75.5百万ケニアシリング

（ケニア側）
１．CP配置（KSTCのアカデミックスタッフ及び運営管理スタッフ）、２．予算配置、３．施設の提供

4科目のINSETカ
リキュラム・シ
ラバスを開発す
る

KSTCでキートレーナーに対する
INSETが実施され、開発されたカリ
キュラム・シラバスが使用される

パイロットディ
ストリクトにお
いてキートレー
ナーが選出され
る

INSET教材が開発
され、教材がパ
イロットディス
トリクトの中学
校数校で試行さ
れる

KSTC・ディストリクトのINSETの効果
についての評価が行われ、フォロー
アップがなされる

INSETのモニタリ
ング・評価ツー
ルが開発される

パイロットディ
ストリクトの
INSET実施のため
の教員及び学校
を選定する

ディストリクト
INSETセンター
に資機材、教
材、実験道具を
設置する

KSTCのINSETを受講したキートレー
ナーによってディストリクトINSETが
実施される

ディストリクトセ
ンターの学校長等
に教育マネージメ
ント研修を実施す
る

プロジェクト
ニュースレ
ター・報告書
等を発行する

プロジェクトニュースレ
ター・報告書等が教育関
係者に配布される

ディストリクトINSETに参加した教員の能力が向上する（プロジェクト目標）

（外部条件）
・KSTCのスタッフとパイロットディ
ストリクトのキートレーナーが離職
しない

学校現場で活動するJOCV
との連携を行う

JOCVが学校現場での理数科
授業の支援を行う

教育関係者が理数科教育
に関する情報を入手でき
る

ディストリク
トセンターの
マネージメン
ト研修のため
の教材を作成
する

アフリカ域
内会議を開
催する

SMASSEアフリ
カが設立され
る

（外部条件）
各学校の徴収によってSMASSE
基金が設置され、制度化され
る

ナショナルレベル・ディストリクトレベルの運営体制が
整備される

モニタリング評価
タスクフォースが
設置される

ステークホル
ダーワーク
ショップを開
催する

中央及びディスト
リクト内の関係者
のINSETへの理解
が深まり、継続的
に支援を行う

KSTC内の中央研修
講師へ技術移転が
行われ、能力が向
上する

A

C

H

I

ケニア全国の中学生の理数科能力が向上する（上位目標）

（外部条件）
・パイロットプロジェクトの成果をケニア政
府がケニアのその他の地域にも普及させる

ディストリクトINSETに参加した教員が効果的な理数科授業を行う

D

E

F

G

ベースライン調
査が実施さ
れ、受益者の
ニーズが分析さ
れる

B

J
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「ケニア国中等理数科教育強化計画（フェーズ１）」の主なアプローチ内容 

 
主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 

A.運営管理システム整備 ○ ・中央・ディストリクトレベルの運営体制を整備する。 
・モニタリング・評価タスクフォースを設置する。 

B.教員ニーズ分析 ○ 
 
・ベースライン調査を実施し、教員のニーズを分析する。 

C.研修教材開発 ○ 
 
・研修教材を開発し、パイロット・ディストリクトの中学
校で施行する。 

D.教員養成機関教官への訓練 ◎ ・理数科教員養成校（KSTC）内の中央研修講師への技術移
転を行う。 

E.教員トレーナーへの研修 ◎ ・ディストリクトトレーナー（キートレーナー）への研修
を実施する。 

F.現職教員への研修 ◎ ・ディストリクトトレーナーによって、現職教員を対象と
したディストリクト INSET を実施する。 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

○ 
 
・ディストリクトセンターの学校長等に研修システムのマ
ネージメント・ワークショップを実施する。 

H.モニタリング・評価 ◎ 
 
・KSTC・ディストリクトにおける研修の効果についての評
価を行う。 

I.関係者への支援促進活動 ○ ・中央及びディストリクト内の関係者へのステークホルダ
ー・ワークショップを開催する。 

J.他地域への普及 ○ 
 
・プロジェクト・ニュースレター・報告書等を教育関係者
に配布する。 

K.教員研修に関する政策提言 
 

―  
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3.ケニア国中等理数科教育強化計画フェーズ２（類型 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケニア国中等理数科教育強化計画（フェーズ２）（ケニア国内）

（日本側）
１．長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、数学教育、理科教育、教育評価）；５名
２．短期専門家：（教育評価、教員研修運営・管理、数学教育、その他）：年間4～5名程度×５年
３．CP研修：本邦研修（4名程度×５年：計20名）、第三国研修（フィリピン計60名、SMASSE-WECSA計150名）
４、機材供与：理数科実験機材、コンピュータ等：約２億円

（ケニア側）
１．CP配置：計61名、２．予算配置、３．施設の提供

INSETのためのカ
リキュラムと教
材を改訂する

ナショナルINSETセンターで
ディストリクト・トレーナー
に対するINSETが実施さ
れ、改訂されたカリキュラ
ム・教材が使用される

ディストリク
ト・トレーナー
が選出される

ナショナルINSETセンター
でのINSETの評価が行わ
れ、フォローアップがな
される

ディストリクトINSET
センターで中央で研修
を受けたディストリク
ト・トレーナーによっ
てINSETが実施される

ディストリクトINSETセ
ンターで学校長等に
INSETシステムのマネー
ジメント・ワーク
ショップを実施する

プロジェクトニュー
スレター・報告書等
を発行する

プロジェクト
ニュースレ
ター・報告書等
が教育関係者に
配布される

ディストリクトINSETに参加した教員の能力が向上する（プロジェクト目標）

ディストリクトINSETに参加した教員が、効果的な理数科授業を行う

JOCVが学校現場での理数科
授業の支援を行う

ディストリクトの教
員が理数科教育に関
する情報を入手でき
る

（外部条件）
各学校の徴収によって
SMASSE基金が設置され、制
度化される

ナショナルレベル・ディストリクトレベルの運営体
制が整備される

モニタリング評価
タスクフォースが
設置される

中央及びディストリク
ト内の関係者のiNSET
への理解が深まり、継
続的に支援を行う

中央における理
数科C/Pを研修指
導員として養成
する

A

ケニア全国の中学生の理数科能力が向上する（上位目標）

ディストリクト
の中等理数科教
育の現状分析を
行う

ディストリクト
でINSETセンター
のための学校が
選定される

ディストリクト
INSETセンターに資
機材、教材、実験道
具を設置する

ディストリクトINSETセン
ターでのINSETの評価が行
われ、フォローアップが
なされる

B

I

D

C

E

F

H

G

J
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「ケニア国中等理数科教育強化計画（フェーズ２）」の主なアプローチ内容 

 
主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 

A.運営管理システム整備 ○ ・中央・ディストリクトレベルの運営体制を整備する。 
・モニタリング・評価タスクフォースを設置する。 

B.教員ニーズ分析 ○ 
 
・ディストリクトの中等理数科教育の現状分析を行う。 

C.研修教材開発 ○ 
 
・研修カリキュラムと教材を改訂する。 

D.教員養成機関教官への訓練 
 

◎ ・中央における理数科 CP を研修指導員として養成する。 

E.教員トレーナーへの研修 ◎ ・ディストリクトトレーナー（キートレーナー）への研修
を実施する。 

F.現職教員への研修 ◎ ・ディストリクトトレーナーによって、現職教員を対象と
したディストリクト INSET を実施する。 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

○ 
 
・ディストリクトセンターの学校長等に研修システムのマ
ネージメント・ワークショップを実施する。 

H.モニタリング・評価 ◎ 
 
・中央及びディストリクト研修の効果についての評価を行
う。 

I.関係者への支援促進活動 ○ ・中央及びディストリクト内の関係者に対してプロジェク
ト・ニュースレターを配布する。 

J.他地域への普及 ○ 
 
・プロジェクト・ニュースレター・報告書等を教育関係者
に配布する。 

K.教員研修に関する政策提言 
 

―  
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4.南アフリカ国ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」フェーズ１（類型 1） 

 

 

ムプマランガ州の８、９年生が質の高い理数科の授業を受けることができる （上位目標）

ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画

（日本側）
国別特設研修

ムプマランガ州のアフリカ黒人理数科教員の指導力が向上する（ 上位目標）

ムプマランガ州の８、９年生の理数科の能力が向上する

ムプマランガ州教育省、プレトリア大学、日本側専門家 の３者によって実施体制が構築される

指導主事（CI）が日本での
研修に派遣される

CIがコーディネーターとし
ての基本的な知識と能力を
身に付ける（成果１）

（日本側）
１．長期専門家：２名、２．短期専門家：39名、３．ローカルコスト負担

（ムプマランガ州教育省側）
１．土地・建物、２．執務室、３．C/P配置、４．運営費用、５．事業の意思決定・管理体制
（プレトリア大学）
１．MSSIコーディネーター、２．人件費、３、現地の大学課程のカスタマイズ

CIが地区で理数科教科主任（HOD）を
対象としたワークショップを開催し
し、理数科教材開発研修を行い、学
校ベースINSETを計画する（成果２）

HODが学校ベースINSETを実
施する能力を身に付け、教
員に対する学校ベースINSET
を実施する（成果３）

各学校で学校ベースINSETに
対する理解が深まり、支援
が行われる（成果４）

HODが学校ベースINSET活動
の実施状況を記録し、定期
的にその情報を地区に送る

CIが地区レベルの学校ベー
スINSET活動の実施状況を把
握し、定期的に集計報告を
州レベルに送る

CIが学校ベースINSETのため
の教材を開発する（成果
６）

HODが学校ベースINSETを通
じて授業用教材の活用方法
を理数科教員に伝える（成
果７）

プレトリア大学のFDEプログ
ラム（ディプロマ・プログ
ラム）に理数科教師が登録
される

理数科教師がプレトリア大
学のFDEプログラムで資格を
認定される（成果８）

（日本側）
草の根無償資金協力による
Teacher Centerへの機材供与

Teacher Centerに機材が供
与される

Teacher Centerが理数科教
員に有効に活用されるよう
になる（成果９）

ムプマランガ州に学校ベースのの理数科現職教員システム（学校ベースINSET）が構築される
（プロジェクト目標）

A

G

F

H F

C
MSSIコーディネー
ター・チームが州内の学校
ベースINSETの実施状況に
関する報告を定期的に作成
する

ステアリング・コミッティ
意が報告書を検討し、プロ
ジェクトを改善する（成果
５）

地区教育長が日本での研
修に派遣される

I
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「南アフリカ国ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」（フェーズ１）の主なアプローチ内容 

 
主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 

A.運営管理システム整備 ◎ ・ ムプマランガ州教育省、プレトリア大学、日本側専門
家の３者によって実施体制が構築される 

B.教員ニーズ分析 ― 
 
 

C.研修教材開発 ○ 
 
・ 学校ベース INSET のための教材を開発する 
・ 各学校で授業案・授業用教材を開発する 

D.教員養成機関教官への訓練 ―  
 

E.教員トレーナーへの研修 ― 
 
 

F.現職教員への研修 ◎ ・ 教科主任が現職教員研修を対象とした学校ベース
INSET を実施する 
・ 理数科教師がプレトリア大学のディプロマ・プログラ
ムで資格を認定される 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

◎ 
 
・ 地区教育長と指導主事が日本での研修に派遣される 
・ 指導主事が教科主任を対象としたワークショップを開
催する 

H.モニタリング・評価 ◎ 
 
・ 教科主任、学校長、MSSI コーディネーター・チームが
プロジェクトをモニタリング・評価する 

I.関係者への支援促進活動 ◎ ・ 地区教育長を日本での研修に派遣することにより、
INSET への理解が深まり、支援が行われる。 

J.他地域への研修方法の普及 ― 
 
 

K.研修の制度化 ―  
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5.「南アフリカ国ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」フェーズ２（類型 2） 

 

ムプマランガ州の８～１２年生が質の高い理数科の授業を教室で受けることができる （上位目標）

ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画（フェーズ２）

ムプマランガ州のアフリカ黒人理数科教員の指導力が向上する（ 上位目標）

ムプマランガ州の８～１２年生の理数科の能力が向上する

ムプマランガ州教育省、プレトリア大学、日本側専門家 の３者による実施体制が強化される

クラスター指導者（CL：現
職教員）が日本での研修に
派遣される

CLがコーディネーターとし
ての基本的な知識と能力を
身に付ける

（日本側）
１．長期専門家2名、２．短期専門家36名、３.国別特設研修、４．ローカルコスト負担

（ムプマランガ州教育省側）
１．土地・建物、２．執務室、３．C/P配置、４．運営費用
（プレトリア大学）
１．MSSIコーディネーター、２．人件費、３、現地の大学課程のカスタマイズ

リージョンでCIがCLを対象
としたワークショップを開
催し、サポートする（成果
２）

クラスター・ワークショッ
プの成果を反映して、学校
ベースINSETが教員に対して
実施される

学校ベースINSETの実施のた
めの環境が整備される

ムプマランガ州教育省
（MDE）によって、ステアリ
ング・コミッティーを開催
する

MDEがMSSIのプロジェクト
活動を計画・モニタリン
グ・評価を行い、学校
ベースINSETの自立発展性
を確保する

CIによって、現地のイニシ
アチブで教材が開発される

作成された教材が、教室で
使用される

プレトリア大学のFDEプログ
ラム（ディプロマ・プログ
ラム）に理数科教師が登録
される

理数科教師がプレトリア大
学のFDEプログラムで資格を
認定される

Teacher Centerが理数科教
員に有効に活用されるよう
になる（成果８）

ムプマランガ州に８～12年生の理数科現職教員のためのカスケード方式の校内研修システムが確立される
（プロジェクト目標）

A

H

サーキット（学区）でCLが
教員に対するクラス
ター・ワークショップを開
催する

CI及びJOCVからの支援に
よって、僻地など悪条件下
の学校への巡回を強化する

州内全校を対象としたMSSI
成果紹介セミナーを開催
し、学校レベルINSETを理解
させる

プレトリア大学によっ
て、作成された教材の監修
が行われる

I

C

ムプマランガ州教育省
（MDE）が日本での研修に派
遣される

MDEによる学校ベースINSET
への理解が深まる

F

F

E
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「南アフリカ国ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」（フェーズ２）の主なアプロー

チ内容 

 
主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 

A.運営管理システム整備 ◎ ・ ムプマランガ州教育省、プレトリア大学、日本側専門
家の３者によって実施体制が構築される 

B.教員ニーズ分析 ―  
C.研修教材開発 ○ 

 
・ 指導主事（CI）によって、現地のイニシアティブで教
材が開発される 
・ プレトリア大学によって、作成された教材の監修が行
われる 

D.教員養成機関教官への訓練 ―  
E.教員トレーナーへの研修 ◎ ・ CI が CL（クラスター指導者）にワークショップを通じ

て教授法を伝授する。 
F.現職教員への研修 ◎ ・ サーキット（学区）で CL が現職教員研修を対象とした

クラスター・ワークショップを開催する 
・ クラスター・ワークショップの成果を反映して、学校
ベース INSET が教員に対して実施される 
・ 理数科教師がプレトリア大学のディプロマ・プログラ
ムで資格を認定される 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

― 
 
 

H.モニタリング・評価 ◎ 
 
・ 教科主任・学校長・MSSI コーディネーターチームがプ
ロジェクトをモニタリング・評価する 

I.関係者への支援促進活動 ◎ ・ 州内全体を対象としたプロジェクト成果紹介セミナー
を開催する 
・ CI 及び JOCV の支援によって、僻地など悪条件の学校へ
の巡回を強化する 

J.他地域への研修方法の普及 ―  
K.教員研修に関する政策提言 ―  



添付資料 3 各案件のロジックモデル 

14 

6.ガーナ国初中等理数科教育改善計画（類型 2） 

 

ガーナ国初中等理数科教育改善計画

（日本側）
１．長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、理科教育2名、数学教育2名）；計６名・各５年間
２．短期専門家：（理科、数学）：年間約５～６名（19M/M）
３．CP研修：（３名/年）、国別特設研修「理数科教員強化」（８名/年）
４、機材供与

（ガーナ側）
１．CP配置、２．予算配置、３．施設の提供

現行の理数科教育が見直され、その結果がPDMに反映される（成果１）

実施体制を確立する（ガーナ教育サービス教師教育部内にプロジェクト本部を設置するとともに、プレスビテ
リアン教員養成校に同分室を設け、専門家及びガーナ側CPを配置する）

関係者へのセミナーを開催し、プロジェクト実施上の課題が討議される

地区aにて初任者教員を
対象としたINSETが実施
される

INSET実施のための戦略が策定される

地区aにて郡教育事務所
とプレスビテリアン教員
養成校（PTC）の連携を
強化する

地区aにて校長、郡教員サ
ポートチーム、サーキッ
トスーパーバイザーへオ
リエンテーションを実施
する

地区aにてカリキュラム
リーダー（校内研修の
リーダー）へ研修を実施
する

地区aにてリソースセン
ターを現職教員が学
習・研修のための施設と
して活用する

北アクアピン郡（地区a）において、校内研修と連携した現職教員研修が確立される（成
果２）

地区bにて郡教育事務所
と教員養成校の連携を強
化する

地区bにて教員養成校の
教官とサーキットスー
パーバイザーに研修を実
施する

地区bにて小学校高学年
及び中学校の教員へ研修
を実施する

現場教員研修が他のプログラム地区（地区b）に複製される（成果３）

現職教員研修・校内研修
の実施マニュアルを改訂
する

ガーナ教育サービス教師教育
局、郡教育事務所、教員養成校を
対象としたセミナー・ワーク
ショップを開催する

現職教員の制度化に関す
る提言を提出し、ナショ
ナルセミナーを開催する

現場教員研修に関する制度化がガーナ教育サービス省に支持される（成果４）

ニュースレターを発
行し、配布する

理数科フェアを
開催する

対象地区の理数科教育に関する生徒や教師の意
識の醸成と情報共有が促進される（成果５）

現職教員研修を受講した
教員のモニタリング等が
行われる

現職教員研修のモニタリン
グ・評価が定期的に行われる
（成果６）

プログラム地区における小中学校の理数科教員の指導力が向上する（プロジェクト目標）

教員研修を受講した理数科教員に指導を受けた児童・生徒の学力が向上する（短期的上位目
標）

プログラム地区の小中学校において児童・生徒の理数科の学力が向上する（長期的上位目
標）

（外部条件）
教員養成校の教官が
少なくとも５年間は
離職しない

（外部条件）
教師/生徒比率が良
好に保たれる

A

B

E

J

I

K

H

地区aにて理数科教育の実態調査・分析を行う

F GI
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「ガーナ国初中等理数科教育改善計画」の主なアプローチ 

 
主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 

A.運営管理システム整備 ○ ・ ガーナ教育サービス教師教育部内にプロジェクト本部
を設置すると共に、プレスビテリアン教師養成校に同
分室を設ける 

B.教員ニーズ分析 ○ 
 
・ 理数科教育の実態調査・分析を行う 

C.研修教材開発 ― 
 
 

D.教員養成機関教官への訓練 ―  
 

E.教員トレーナーへの研修 ◎ ・ カリキュラムリーダー（校内研修のリーダー）への研
修を実施する 

F.現職教員への研修 ◎ ・ 校内研修と連携した現職教員研修を実施する 
 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

◎ 
 
・ 校長、郡教員サポートチーム、サーキットスーパーバ
イザーへオリエンテーションを実施する 

H.モニタリング・評価 ◎ 
 
・ 現職教員研修のモニタリング・評価を定期的に行う 

I.関係者への支援促進活動 ○ ・ 郡教育事務所とプレスビテリアン教師養成校の連携を
行う 

J.他地域への研修方法の普及 ◎ 
 
・ 校内研修と連携した現職教員研修が他のプログラム地
区に複製される 

K.教員研修に関する政策提言 ○ ・ 現職教員研修・校内研修マニュアルを改訂する 
・ セミナー・ワークショップを開催する 
・ 現職教員研修の制度化に関する提言を提出する 
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7.フィリピン国初中等理数科教員研修強化計画（類型 2） 
 

 

プロジェクト・サイトの初中等学校の生徒の理数科の学力が継続的に向上する（上位目標）

フィリピン国初中等理数科教員研修強化計画（SBTP）

Region5、6のSBTPが既に導入された地域を対象とする活動

研修講師およびライターによる定期連
絡会議・ワークショップ等を開催する

SBTP企画管理・運営能
力が向上する

アクション・プランに基づいてSBTPを実施
し、モニタリング・評価を行う

SBRPを実施していないクラスターへのSBTPの
普及の現状及び問題点を調査、分析、評価
し、アクション・プランを策定する

SBTP未導入地域においてSBTPの新規導入マニュア
ルを策定する

SBTPが導入されていない地域にSBTPを導入する
（成果４）

（日本側）
１．長期専門家；3名
２．短期専門家：3名
３．JOCVシニア隊員：1名・一般隊員：8名
４．研修員受入：3名/年
５．機材供与：15,000千円

（フィリピン側）
１．CP配置：CMT（中央管理チーム）、RMT（地方管理チーム）、DMT（地区管理チーム）
２．予算配置
３．建物、施設

フィリピン教育省（DepEd)本省に中央管理チーム（CMT）、DepEd地域事務所に地方管理チーム（RMT）、DepEd
地区事務所に地区管理チーム（DMT）が設置される

Region5、6のSBTPが導入されなかったクラスターへの活動 SBTPが導入されていない地域への活動（Region7）

SBTP既導入地域内においてSBTPが導入されて
いなかったクラスターにSBTPが普及する（成
果３）

新規導入マニュアルに基づいてSBTPを実施し、モ
ニタリング・評価を行う

プロジェクト・サイトの初中等教育において生徒中心の授業を行うための理数科現職教員の授業構築力・教
科指導力が向上する（プロジェクト目標）

プロジェクト・サイトの理数科教員が効果的な理数科授業を行う

A

B

J

SBTPパイロット地区及びクラスターを決定する

TNAを実施する

セッション・ガイ
ド、レッスン・プラン
のトピックを決定する

RPMT、DPMT、ステークホ
ルダーによるアドボカ
シー会議を開催する

ステークホルダーのSBTP
への理解が深まる

各地区の選ばれた教員に
対して、TOTが実施される

各地区の選ばれた教員に
対して、ライティン
グ・ワークショップを実
施する

研修講師及びライターの
能力が向上する

SBTPのアクショ
ン・プランが策定さ
れる

セッション・ガイド、レッスン・プラ
ン、教材モデルが作成される

SBTPの現状、問題点を調査・分析、評価結果を基に、SBTP実施マニュアルを策定する

アクション・プランに基づいてSBTPが実施される

モニタリング・評価が実施される

SBTPの手法が強化され、研修内容が充実する（成果１・２）

E

C

F

H

I

学校長・指導主事への
ワークショップを開催す
る

G
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「フィリピン国初中等理数科教員研修強化計画」の主なアプローチ内容 
 

主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 
A.運営管理システム整備 ○ ・ フィリピン教育省（DepEd）本省に CPMT（中央管理チー

ム）、DepEd 地域事務所に RPMT（地方管理チーム）、DepEd
地区事務所に DPMT（地区管理チーム）を設置する。 

B.教員ニーズ分析 ○ 
 
・ 教員/研修ニーズアセスメント（TNA）を実施する。 

C.研修教材開発 ○ 
 
・ 研修のためのセッション・ガイド、レッスン・プラン、
教材モデルを作成する。 

D.教員養成機関教官への訓練 ―  
 

E.教員トレーナーへの研修 ◎ ・ 研修講師及びライターに対する研修を実施する。 
 

F.現職教員への研修 ◎ ・ 現職教員を対象に SBTP を実施し、研修の場を与える。 
 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

◎ 
 
・ 学校長及び指導主事を対象としたワークショップを開
催する。 

H.モニタリング・評価 ○ 
 
・ SBTP の内容をモニタリング・評価する。 

I.関係者への支援促進活動 ○ ・ 関係者に対して SBTP のアドボカシー会議を開催する。 
 

J.他地域への研修方法の普及 ◎ 
 
・ SBTP の手法を他地域に普及する 

K.教員研修に関する政策提言 
 

―  
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8.エジプト国小学校理数科授業改善プロジェクト（類型 3） 
 

生徒の理数科における学力が向上する（上位目標）

エジプト国小学校理数科授業改善

（日本側）
１．長期専門家（理科、数学）：３名
２．短期専門家：（教育学、理科教育、数学教育）：14名
３．CP研修：（国別特設コース）：14名
４、機材供与

（エジプト側）
１．CP配置：10名、２．予算配置、３．施設の提供

小学校における理
科、算数の授業を視
察し、教員や生徒へ
のヒアリングを行う

（外部条件）
1.NCERDと他の関連機
関との連携が良好に行
われる
2.教育現場との連携が
良好に保たれる

（外部条件）
１．両親が学校教育の重要
性を認識する
２．経済状況が著しく悪化
しない

現行の教科書、授業
ガイドブックなどを
収集する

初等教育における算数・理科
教育の現状が分析され、把握
される（成果１）

現状分析結果に基づき、教授
法の改善試案が提案される

提案された改善試案を利用し
たモデル授業が行われ、適用
性が検証される

授業改善・教授開発ガイド
ブックが作成される（成果
２）

現行の現職教員研修
の現状分析を行う

他の援助機関による
現職教員研修の現状
と成果を分析する

現職教員研修改善プランの試
案を作成する

現職教員研修改善プランの試
案を利用したモデル授業が行
われ、適用性が検証される

ガイドブックを利用した現職
教員研修計画が提案される
（成果３）

小学校理数科の教授法が改善される（プロジェクト目標）

提案された改善授業法・ガイドブックを利用
した現職教員研修が行われる

現職教員研修に参加した教員の能力が向上す
る

教授法ガイドブックをアラ
ビア語に翻訳する

教員が学校現場で効果的な授業を生徒に行う

教授法ガイドブックが教育現場に普及され、活用
される

セミナーを開催し、プロジェク
トの成果を教育関係者に公開す
る

NCERDの職員に教授
法の技術移転を行う

NCERDの職員の教材
開発能力が向上す
る

D

C

K

B

プロジェクト・ユニットを設置する
A
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「エジプト国小学校理数科授業改善プロジェクト」の主なアプローチ内容 
 

主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 
A.運営管理システム整備 ○ ・ NCERD がプロジェクト・ユニットを設置する 
B.教員ニーズ分析 ○ ・ 小学校における理科、算数の授業を視察し、教員や生

徒へのヒアリングを行う 
・ 現行の教科書・授業ガイドブックなどを収集する 
・ 現行の現職教員件研修の現状分析を行う 

C.授業用教材開発 ◎ ・ 授業改善・授業開発ガイドブックを作成する 
D.教員養成機関教官への訓練 ◎ ・ NCERD の職員に教授法の技術移転を行う 
E.教員トレーナーへの研修 ―  
F.現職教員への研修 ―  
G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

―  

H.モニタリング・評価 ―  
I.関係者への支援促進活動 ―  
J.他地域（大学）への研修方法の普
及 

― 
 
 

K.教員研修に関する政策提言 ◎ ・ ガイドブックを利用した現職教員研修計画が提案され
る 
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9.エジプト国小学校理数科教育改善プロジェクト（類型 3） 
 

理数科のガイドブックを用いた新しい教授法がカイロ県及びPPMU研修の対象15県の小学校で活用される
（上位目標）

エジプト国小学校理数科教育改善プロジェクト

（日本側）：総費用３億円
１．長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整員、理科教育、算数教育）：４名
２．短期専門家：３名程度/年
３．CP研修：：３名程度/年（理科教育、算数教育）
４、機材供与

（エジプト側）
１．CP配置：20名、２．予算配置、３．施設の提供

（外部条件）
県教育事務所やイン
スペクターから理解
や支援が得られる

理数科の指導書（ガイドブック）を用いた新しい教授法が、モデル校において定着し、さらなる普及
のための基盤が整備される（プロジェクト目標）

教授法ガイドブックが カイロ県及びPPMU研修の対象15県の教育現場に 普及される

モデル校におい
て、指導書を活用し
た新しい授業方法が
実践される

専門家・CP（NCERDDの職員）が
モデル校を巡回し、理数科教師
に対して指導を行う

カイロ県及びPPMU研修の対象15県の小学校 生徒の理数科における学力が向上する

モデル校を選定する

NCERDの職員の指導
力が向上する（成
果１）

実践から得られた
教訓を通し、指導
書の内容の改訂を
行う（成果４）

モデル校の教員が
新しい教授法を習
得し授業で実践で
きる（成果２）

モデル校の児
童・教師に対
し、新しい教授法
の効果を計るため
の調査が行われる

新しい教授法が効
果的であることが
検証される（成果
３）

授業観察が行わ
れ、教訓が得られ
る

教育行政関係者や
理数科教師を対象
とした授業見学会
や講習を行う

新しい教授法が教
育関係者によって
認知される（成果
６）

モデル校のスクール
ベーストレーニングユ
ニットの機能を強化す
るための助言を行う

モデル校のスクール
ベーストレーニングユ
ニットがより機能する
ようになる（成果５）

（外部条件）
モデル校の教員が頻
繁に離職しない

D F

H C I F

（外部条件）
PPMUにおける授業法
の研修との協力関係
が維持される

プロジェクト・ユニットを設置する A
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「エジプト国小学校理数科教育改善プロジェクト」の主なアプローチ 
 

主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 
A.運営管理システム整備 ○ ・ NCERD 内にプロジェクトユニットを設置する 
B.教員ニーズ分析 ―  
C.授業用教材の改訂 ◎ ・ モデル校での授業を通し、指導書の内容の改訂を行う 
D.教員養成機関教官への訓練 ◎ ・ NCERD の職員がモデル校を巡回し、指導力を向上させる 
E.教員トレーナーへの研修 ―  
F.現職教員への研修 ○ ・ モデル校において、理数科教師に対する指導を行う 

・ モデル校のスクール・ベース・トレーニング・ユニッ
トの機能を強化するための助言を行う 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

―  

H.モニタリング・評価 ○ ・ モデル校の児童・生徒に対し、新しい教授法の効果を
図るための調査を行い、検証する 

I.関係者への支援促進活動 ○ ・ 教育行政関係者や理数科教師を対象とした授業見学会
や講習を行う 

J.他地域（大学）への研修方法の普
及 

― 
 
 

K.教員研修に関する政策提言 ―  
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10.ホンジュラス国算数指導力向上プロジェクト（類型 3） 
 

ホンジュラスの初等教育において算数の成績不振に起因する留年者数が減少する

ホンジュラス算数指導力向上プロジェクト

（日本側）
１．長期専門家：２名/年（チーフアドバイザー、算数教育）
２．短期専門家：２～３名/年（算数指導、教材作成、授業評価）
３．JOCV・シニア海外ボランティア・JOCVシニア隊員：約13名/年
４．CP研修：6名/年（教育行政、教員研修、算数教育）
５、現地業務費
６．機材供与：巡回用車両、コンピュータ等

（ホンジュラス側）
１．CP配置、２．予算配置、３．施設の提供

プロジェクトの成果が普及し、３県以外でも初等教育において教員の算数指導力が向上する
（上位目標）

ホンジュラスの初等教育において（とりわけ地方部において）算数の授業が改善される

（外部条件）
プロジェクトの成果
を教育省が普及する指導書などの活用により、３県における初等教育の第1課程（1～３学年）と第２課程（４～６学

年）の現職教員の算数指導力が向上する（プロジェクト目標）

初等教育におけ
る算数国定教科
書教師用指導案
を作成する

算数国定教科書教
師用指導案を算数
授業で試用し、モ
ニタリングする

モニタリング結果を
踏まえ、指導書案を
改訂し、完成させる
（成果１）

初等教育におけ
る算数児童用作
業帳試案を作成
する

算数児童用作業
帳試案を算数授
業で試用し、モ
ニタリングする

モニタリング結
果を踏まえ、算
数児童用作業帳
試案を改訂
し、完成させる

算数教員研修のた
めの研修計画を立
てる

教師用指導書・児
童用作業帳を活用
し、３県で現職教
員研修に則った研
修をJOCVが行う

算数教員用学
力・指導力テス
ト、授業評価分
析シートを作成
する

研修受講者に対する授業
モニタリングを行う

３県の教員研修受講者が
算数国定教科書教師用指
導書に沿った授業を行え
るようになる（成果３）

プロジェクトの活動
を通じて、教育省の
CPに知識・技術を移
転する

教育関係者を対象と
したセミナーを開催
し、経験をシェアす
る

教育省のCPの能力が
向上する（成果４）

C

I

F C

H
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「ホンジュラス国算数指導力向上プロジェクト」の主なアプローチ 
 

主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 
A.運営管理システム整備 ―  
B.教員ニーズ分析 ―  
C.授業用教材開発 ◎ ・ 初等教育における算数国定教科書・教師用指導案を作

成する 
・ 初等教育における算数児童用作業帳を作成する 
・ 算数教員用学力・指導力テスト、授業評価分析シート
を作成する 

D.教員養成機関教官への訓練 ―  
E.教員トレーナーへの研修 ―  
F.現職教員への研修 ◎ ・ 教師用指導書・児童用作業帳を活用し、３県で現職教

員研修に則った研修を JOCV が行う 
G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

―  

H.モニタリング・評価 ○ ・ 研修受講者に対する授業モニタリングを実施する 
I.関係者への支援促進活動 ○ ・ 教育関係者を対象としたセミナーを開催し、経験をシ

ェアする 
・ プロジェクト活動を通して、教育省の CP に知識・技術
を移転する 

J.他地域（大学）への研修方法の普
及 

― 
 
 

K.教員研修に関する政策提言 ―  
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11.インドネシア国初中等理数科教育拡充計画（類型 4） 
 
 

インドネシア国の初中等学校の生徒の理数科能力が向上する（スーパーゴール）

インドネシア国初中等理数科教育拡充計画

（日本側）
１．長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、物理・化学教育）
２．短期専門家：（生物、化学、物理、数学、その他）
３．CP研修：（6名/年）
４、機材供与：理数科実験機材、コンピュータ等

（インドネシア側）
１．CP配置、２．予算配置、３．施設の提供

大学関係者の運営管理能力が向上する

ワーキンググループとタスクチーム（カリキュラム・教科教育、シラバス・教授法、教材開発、教育評価
法・学術交流）を設置し、意思決定プロセスを確立する

３大学の連携が促進さ
れ、共同事業の計画的な遂
行ができるようになる

３大学の定例会やタスク
チーム活動のモニタリング
を行なう

３大学の機材管理マニュア
ルとインベントリーリスト
を作成し、機材管理の講習
会等を開催する

３大学の教員が機材管理
できるようになる

３大学の実験マニュアル
を作成し、実験方法を教
授する

３大学の教員が実験の重
要性を認識し、実験技術
が向上する

３大学の授業用教科書と
シラバスを作成し、問題
解決型の教育方法を教授
する

３大学の教員が問題解決
型の教育の重要性を認識
する

３大学の教員の教育能力が向上する

パイロットスクールでの授業研究を実
施し、パイロット事業に関するワーク
ショップを開催する（学校現場との連
携を行う）

理数科授業を大学教員がモニタリン
グ・評価するようになる

パイロット事業により
３大学の教員と初中等
教育現場との連携が深
まる

パイロット事業により初
中等学校の実験技術が向
上する

改善された授業内容を通じ、３大学の学
部学生・現職教員研修生の観察・実験能
力が向上する

３大学の学部学生・現職教員研修生の成
績が向上する

３大学の学部学生の卒業機関と・現職
教員研修生の研修期間が短縮する

他の９大学に対して、ニュース
レターや雑誌が発行され、ワー
クショップやセミナーを開催す
る

他の９大学に３大学の成果が
普及する（上位目標）

他の９大学の学部学生がプロ
ジェクトで開発された教材等
を活用できるようになる

９大学の学部学生の成績が向
上する

指導力が向上した９大学の卒
業生の数が増加する

指導力が向上した３大学の卒業
生、研修修了生の数が増加する
（プロジェクト目標）

３大学の卒業生・研修修了生
が、新しく習得した知識と向上し
た指導能力を生かして効果的な授
業を行う

９大学の卒業生が、新しく習
得した知識と向上した指導能
力を生かして効果的な授業を

（外部条件）
１．教員の生活水準が劇的
に悪化しない
２．教員志望者数が大幅に
減少しない

（外部条件）
１．両親が学校教育の重要
性を認識する
２．経済状況が著しく悪化
しない

A

B

F

J

プロジェクト運営スケジュール・活動実施スケジュールを作成する

３大学と初中等学校の現状をサーベイし分析する

ニュースレターやジャーナルを発行する、ワークショップやセミナーを開催する

D

３大学の学部学生・現職教員研修生に対し
て改訂されたシラバスや教材のほか、整備
された実験機材を用いた授業が教員により
実施される

パイロットスクールの教員の意識が改
善される

H

C
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「インドネシア国初中等理数科教育拡充計画」の主なアプローチ内容 
 

主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 
A.運営管理システム整備 ○ ・ ワーキンググループとタスクチームを設置する 
B.教員ニーズ分析 ○ ・ ３大学と初中等学校の現状をサーベイし分析する 
C.研修（授業）教材開発 ○ ・ ３大学の授業用教科書とシラバスを作成し、問題解決

型の教育方法を教授する 
D.教員養成機関教官への訓練 ◎ ・ ３大学の定例会やタスクチーム活動のモニタリングを

行う 
・ ３大学の機材管理マニュアルを作成し、機材管理の講
習会等を開催する 
・ ３大学の実験マニュアルを作成し、実験方法を教授す
る 

E.教員トレーナーへの研修 ―  
F.現職教員（学部学生）への研修（養
成） 

◎ ・ ３大学の学部学生・現職教員研修生に対して授業及び
研修を実施する 
・ パイロットスクールでの授業見学会を実施し、パイロ
ット事業に関するワークショップを実施する 

G.指導主事等へのマネージメント研
修 

―  

H.モニタリング・評価 ○ ・ 理数科授業を大学教員がモニタリング・評価する 
I.関係者への支援促進活動 ―  
J.他地域（大学）への研修方法の普
及 

◎ 
 
・ 他の９大学に対して、ニュースレターや雑誌を発行し、
ワークショップやセミナーを開催する 

K.教員研修の政策提言 ―  
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12.カンボジア国理数科教育改善計画（類型 4） 
 
 

カンボジア国の（前期・後期中等）理数科教師の質が向上する（上位目標）

カンボジア国初理数科教育改善計画

（日本側）
１．長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整員、数学教育、理科教育、生物学教育、物理教育：延べ6
名）
２．短期専門家：（数学教育、理科教育、生物学教育、物理教育、化学教育：延べ19名）
３．CP研修：（12名）

（カンボジア側）
１．CP配置：12名、２．予算配置、３．施設の提供

FOP教官の指導能力が
向上する（成果２）

ワーキンググループによっ
て、カリキュラム、シラバ
ス、参考資料が作成される

ベースライン調査を実
施する

FOP教官を対象に研修
コースを実施する

ニュースレターなど
の出版物が作成さ
れ、配布される

FOPの能力が向上する（プロジェクト目
標２）

（外部条件）
理数科教育センターが建設
され、実験・演習が実施で
きる

教材を開発する

新規カリキュラム、教材を
利用した教員養成研修が
FOP学生に対して実施さ
れ、評価される

教員養成研修の質が向上する（成果
１）

セミナーやワーク
ショップをFOP及び高
校や他の教育機関で実
施する

FOP以外の関係者（現職教員等）及び
関連団体に教授方法や教材を紹介す
る（成果３）

理数科教員養成プログ
ラム、教員の教授能力
等を調査する

中等理数科教員訓練に係る
将来計画を策定する（成果
４）

中等理数科教員養成・訓練の
中長期計画案がMoEYSに提出
される（プロジェクト目標
１）

関係者（現職教員等）、関係機関の間
で理数科教育に関する認識が高まる

中等理数科教員養成・訓練の
中長期計画案がMoEYSに採用
され、研修が実施されるよう
になる

（外部条件）
プノンペン大学理学部との
協力関係を構築する

B

D

J

B

FOPの卒業生及びワークショップに参加した現職教員によ
り、後期中等（高校レベル）理数科教師の質が向上する

研修に参加した前期中等（中学レベ
ル）理数科教師の質が向上する

（外部条件）
1.６つの地方教員養成校
（RTTC）において研修が
実施される
2.セクターワイドアプ
ローチとの連携がなされ
る

C

F H

K

ワーキンググループを設置する A
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「カンボジア国理数科教育改善計画」の主なアプローチ内容 
 

主なアプローチ  プロジェクトにおける各アプローチの内容 
A.運営管理システム整備 ○ ・ ワーキンググループが設置される 
B.教員ニーズ分析 ○ ・ ベースライン調査を実施する 

・ 理数科教員養成プログラム・教員の教授能力を調査す
る 

C.研修（授業）教材開発 ○ ・ ワーキンググループによって、カリキュラム・シラバ
ス、参考資料・教材が作成される 

D.教員養成機関教官への訓練 ◎ ・ FOP 教官を対象に研修コースを実施する 
E.教員トレーナーへの研修 ―  
F.現職教員（学部学生）への研修（養
成） 

◎ ・ 教員養成研修が FOP 学生に対して実施される 

G.指導主事等への研修・ワークショ
ップ 

―  

H.モニタリング・評価 ○ ・ 教員養成研修の評価を実施する 
I.関係者への支援促進活動 ―  
J.他地域（大学）への研修方法の普
及 

◎ 
 
・ FOP 以外の関係者（現職教員等）及び関連団体に教授法
や教材を紹介する 

K.教員研修の政策提言 ◎ ・ 中等理数科教員養成・訓練にかかる将来計画を作成し、
教育省に提出する 
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評価結果の要約（8個別案件） 

類
型 
プロジェクト名 効率性 インパクト 自立発展性 

フィリピン・ 
パッケージ 
（終了案件） 

l (＋)投入の時期及び規模は概ね妥当であ
った（終了時評価調査）。 

l (－)しかし、日本人専門家の専門分野が
教科内容に特化するなど、研修内容が専
門的になりすぎ、地方の学校の現実にそ
ぐわないという問題を生じた一因とな
った。 

l (＋)UP-ISMED-STTC に対する投入が、成果
の達成に非常に貢献した。 

l (＋)JOCV の活動が関係者から高い評価を
受けている。 

 

l （±）プロジェクト目標である INSET シ
ステムの確立については、中央レベルで
はある程度達成されたが、地方レベルで
は今後の課題である（終了時評価調査）。
しかし、現地調査では、INSET システム
は中央及び地方において確立されてい
ないこと、現職教員に対するインパクト
は低いと評価された。 

l （？）生徒へのインパクトについては、
適切な測定方法が見出せなかったこと
から測っておらず、不明である。 

l (＋)一方、中央の CP、中央・地方研修の
参加者にはプラスのインパクトがあっ
た。 

l (＋)また、パッケージ協力の経験・教訓
が、フォローアップ協力、SBTP プロジェ
クトで生かされたことは有意義であっ
た。 

l (－)パッケージ協力で目指していた
INSET の継続は現在見られず、自立発展
性は低い。 

l (＋)しかし、中央のプロジェクトサイト
では、当時の CP の大半が残ってパッケ
ージ協力の成果を現在も活かしている
こと、協力期間終了後にテキストやガイ
ドブックを改定・追加製作していること
から、ある程度自立発展性が見られると
評価できる。 

１ 

ケニア・ 
SMASSE I 
（終了案件） 

l (＋)投入は規模、質、タイミングにおい
て適切に行われ、供与機材が適切に活
用・維持管理されている。また、ディス
トリクト INSET センター等の既存施設も
活用されている。以上により、効率性が
高いと判断される。 

l (＋)十分な数の専任のCPが確保されたた
め、活動が計画通り実施され、成果が達
成されたと考えられる。 

l (＋)プロジェクト目標の達成度は高い。 
l （？）上位目標については、「対象地域の
生徒についてはすでに一部インパクト
が発現しているものの、全国の生徒に対
するインパクトの発現にはまだ時間が
かかるものと考えられる」と評価してい
る（終了時評価調査）。 

l (＋)教育省で INSET を義務化する動きが
出ているなど、上層部で制度化が進んで
いる。 

l (＋)地方レベルでも、ディストリクト教
育事務所では研修基金を適切に運用管
理しているようであることから、ディス
トリクト INSET の自立発展性はある程度
見込まれる。 
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 南ア・MSSI I 
（終了案件） 

l (＋)プロジェクトの成果はほぼ順当に達
成されている。本案件の場合、過剰な投
入と思われるものはない。草の根無償に
よる機材投入の遅れによって教員セン
ターの活用がまだ十分でない点は残る
ものの、全体として効率性は高いと判断
される（終了時評価調査）。 

l (－)しかし、長期専門家が 1 名しか派遣
されておらず、長期専門家の派遣人数が
妥当であったかについては疑問が残る。 

 

l (＋)プロジェクト目標の進捗度は、満足
できる水準にある（終了時評価調査）。 

l （？）複数のインパクトが生じているも
のの、上位目標の達成には、今後まだか
なりの時間を要するものと判断する（終
了時評価調査）。 

l （±）プロジェクトの自立発展性は、全
般的に見て、ほぼ満足できる水準にある
と思われる。しかし、予算と人員配置に
ついては、はっきりした改善が見られる
とは言いがたい（終了時評価調査）。 

ガーナ・STM 
（実施中） 

l (＋)日本側及びガーナ側の投入によっ
て、プロジェクトは効率的に実施され、
成果の達成に貢献した（中間評価調査）。 

 

l (＋)ベースライン調査に基づいた INSET
プログラムは、プロジェクト目標である
教員の指導力向上に貢献している。 

l （？）上位目標である生徒の能力向上に
ついては、大幅に改善が見られる部分と
そうでない部分が出ており、更なる分析
が必要である。教員の高い離職率、学校
での教材の不足等、インパクトの発現を
妨げる要因もある（中間評価調査）。 

 

l (＋)技術的自立発展性は高い。 
l (－)組織的自立発展性については、郡教
育事務所・教員養成校等の関係機関の責
任分担が明確となっておらず、低い。 

l (＋)財政的自立発展性については、ガー
ナ側だけで INSET を運営できる体制を作
ることは困難である（中間評価調査） 

2 

フィリピン・SBTP 
（実施中） 

l （±）日本側の投入は、専門家、JOCV と
も概ね適切なタイミングと規模で実施
されている。ただし、専門家の専門分野
については、偏りがあり、プロジェクト
の効率的な運営の点からは検討の余地
がある。 

l (＋)フィリピン側の投入については、自
立発展性を考慮し、研修の諸経費を参加
者の自己負担としているため、高額には
なっていない。 

l (＋)日本側、フィリピン側とも、少ない
投入で成果を挙げていると評価できる。 

l (＋)プロジェクトの中間段階であるが、
プロジェクト開始当初と比較し、SBTP を
導入しているクラスターが増加したこ
と、SBTP が各地域の指導主事の主導で継
続して行われていることから、地理的拡
大・時間的継続という意味でのインパク
トが発現している。 

l (＋)教員に対するインパクトは発現して
いる。 

l （？）生徒へのインパクトについては、
まだ判断できない面もある。上位目標で
ある「生徒の理数科能力の向上」は、今
後の課題である。 

l (＋)すでにフィリピン側の主導により研
修を実施していること、SBTP 導入地域に
地理的拡大が見られること、教育省の支
援も得ていることから、自立発展性の見
込みはかなり高い。 

l (＋)当初SBTPの対象地域でなかったリー
ジョンでも SBTP の活動が継続している
ことから、SBTP による研修のしくみは自
立発展性が高いと考えられる。 

l (－)一方、中央の教育省に専任の CP がお
らず中央の統括能力が弱いこと、地方で
は人材、予算が不足していること等、自
立発展性の懸念材料もある。 
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3 エジプト・小学校
理数科授業改善 
（終了案件） 

l (＋)全般的に各種の投入が効率的に活用
され、本プロジェクトの活動に寄与した
と言える。 

l (－)しかし、エジプト側の行政の特質か
ら、CP 機関以外からの協力が得られず、
効果的・効率的な作業が困難であった
（終了時評価調査）。 

l (－)また、長期専門家の派遣期間・時期・
人数、CP の資質や人数等にも改善すべき
課題があった。 

 

l (＋)プロジェクト目標は、ほぼ達成され
た。 

l （？）上位目標である生徒の能力向上に
ついては、終了時評価報告には記述がな
い。 

l (＋)日本側とエジプト側との共同研修的
に実施されたこともあり、理数科教授手
法や教員研修方針などは、CP へ技術移転
された。また、CP の間では、オーナーシ
ップも醸成されている（終了時評価調
査）。 

インドネシア・
IMSTEP 
（実施中） 

l (＋)概ね本事業の投入は円滑に実施され
た。また、プロジェクトの効率性は非常
に高い。プロジェクトの実施体制が効率
的な事業実施にも貢献してきた。 

l (－)一方で、日本人専門家の専門分野が
教科教育でない、派遣期間が偏りがちで
ある、派遣期間が短すぎる等の不満が一
部 CP にある。また、特定学科からの CP
派遣数が多い（少ない）という不満の声
があった（終了時評価調査）。 

 

l (＋)プロジェクト成果はプロジェクト目
標の達成に貢献しつつある。より能力の
高い学部学生を輩出する見込みが立っ
ている。 

l (＋)予見されていたインパクトに加え
て、その他のプラスのインパクトの発現
が見られた（終了時評価調査）。 

l (－)プロジェクト期間（5年間）内におい
て、4 年制大学の教育内容を改善し、卒
業生を多数輩出するまでに至ることは
困難であった。 

l (＋)高等教育機関の活動という観点で
は、授業改善、パイロッティング事業の
継続が見込まれる。「生徒中心型」「実
験・体験重視型」は 2004 年導入予定の
「Competency-based Education」と軌を
一にする。 

l (＋)プロジェクト活動の継続資金も供与
される予定である。 

l (－)しかし、地方分権下における現職教
員研修の制度的枠組みが未整備・未提示
である点に留意が必要である。この点に
ついては、特に地方における現職教員研
修の普及という観点からは、予断を許さ
ない（終了時評価調査）。 

 

4 

カンボジア・理数
科教育改善計画 
（実施中） 

l （±）本プロジェクトの長・短期の専門
家投入は概ね妥当であったが、理数科教
育センターの完成の遅れが、全体の効率
性をやや低める結果となった。CP 研修
は、内容的に有効であった（終了時評価
調査）。 

 

l （±）プロジェクト目標１（教員養成の
改善に係る中・長期計画の策定）は概ね
達成される見込みである。プロジェクト
目標２（教員養成校の理数科教育に係る
機能・能力の向上）は、プロジェクト期
間内に達成される見込みは低い。 

l (＋)上位目標（カンボジアの理数科教員
の能力の向上）については、徐々に発現
し始めている（終了時評価調査）。 

 

l (－)自立発展性を確保するためには、若
干の時間が必要と思われる。CP の組織及
び財政措置の見通しが明確でないため、
プロジェクトによって供与された資機
材の活用・維持などの可能性については
不明な点が多い。また、CP である教官が
今後自分の力で教授能力の向上を図れ
るようなレベルに到達しておらず、継続
支援が必要である（終了時評価調査）。 
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項目別の主な貢献要因・阻害要因 

類型 プロジェクト名 効率性 インパクト 自立発展性 
貢献 
要因 

l 特になし 
 

貢献 
要因 

l 中央レベルへの投入（専門家派
遣、施設整備、機材供与） 
 

貢献 
要因 

l 特になし フィリピン・ 
パッケージ 

阻害 
要因 

l 全体計画が不明確 
l 事前調査で現場の教員の実態・ニ
ーズを把握できなかった 

l 投入が中央に偏りすぎた 
l 専門家と協力隊の連携が不十分 
l 計画の修正が不適切 

阻害 
要因 

l 現場教員まで到達する研修シス
テムが確立されなかった 

l カスケードシステムが機能しな
かった（運営・内容伝達） 

l 研修内容が学校現場で実践的で
なかった 

l 年１回の研修では不十分 
l モニタリング・フォローアップが
十分でなかった 

l 実施が地方の予算・計画・運営に
任された 

阻害 
要因 

l 日本側主導の案件形成・見直し 
l 地方の予算が確保されなかった 
l 学校側の支援を引き出せなかった 
 

１ 

ケニア・ 
SMASSE I 

貢献 
要因 

l 日本側・ケニア側の中核的要員が
継続してプロジェクトに関与 

l プロジェクト予算の確保 
l 専門家の経験・知見 
 

貢献 
要因 

l 現場の教員まで成果を届けるし
くみがある 

l 校長の支援（そのための研修） 
l 教 員 の ニ ー ズ を 分 析 し 、
ASEI/PDSI というキーワードを
考案することによって、概念が普
及しやすくなった。 

l 各ステークホルダーの参加によ
るワークショップの実施（理念の
共有化） 

l ベースライン調査結果を踏まえ
た、教員と生徒のニーズの高い研
修カリキュラムの開発 

l プロジェクトの途中で INSET シ
ステムの再編を行った（計画の見
直し） 

l モニタリング・評価結果を踏まえ
たプロジェクトへのフィードバ
ック 

貢献 
要因 

l 校長の理解 
l SMASSE 基金の活用 
l 運営管理体制（持続可能な INSET
システムの構築とオーナーシップ
の醸成） 

l 中央・地方レベルでの財源の確保
と管理、政策的支援 

l 既存組織の利用 
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  阻害 

要因 
l 日本人専門家のコミュニケーショ
ン能力 
 
 

阻害 
要因 

l 特になし 阻害 
要因 

l 特になし 

貢献 
要因 

l プログラムアプローチの採用 
l 経験提供型アプローチの採用 

貢献 
要因 

l カスケード方式の見直し（学校ベ
ースの活動重視） 

l モニタリング・フィードバックシ
ステムの構築 

l 州全体を対象とするシステム構
築 

貢献 
要因 

l MSSI活動の教育省通常業務への統
合（オーナーシップの醸成） 

l パートナーとしての現地大学の主
体的参加 

 南ア・ 
MSSI I 

阻害 
要因 
 

l 草の根無償による機材投入の遅れ 阻害 
要因 

l 特になし 阻害 
要因 

l 予算措置と人員配置 
l 行政機構の見直し 

貢献 
要因 

l ベースラインサーベイを踏まえた
案件形成 

l 技プロを核とした協力のプログラ
ム化 

l ガーナ国内リソースの活用 
 

貢献 
要因 

l 校内研修の支援 
l 援助協調（ガーナ国内の研修標準
化セミナー支援） 

貢献 
要因 

l INSET の制度化 ガーナ・ 
STM 

阻害 
要因 

l 日本国内での専門家のリクルート
の困難さ 
 

阻害 
要因 

l 教員の高い離職率 
 

阻害 
要因 

l 政府の研修経費負担能力 

貢献 
要因 

l 専門家、シニア隊員、JOCV のバラ
ンス・連携 

l 関連機関との連携 
l 初期における短期隊員の投入 
l 専門家の経験・知見 

貢献 
要因 

l 現場のニーズとの合致（TNA の実
施） 

l 校長・指導主事・地域関係者によ
る教員への支援 

l 外部機関との連携による研修の
質の管理 

l 地域に合わせたプロジェクト内
容（研修方式・研修内容）の策定・
見直し 

l パッケージ協力の経験と教訓を
計画・実施にいかし、教科内容の
理解と授業方法の向上の両方を
目指した 
 

貢献 
要因 

l フィリピン側との共同による案件
形成（オーナーシップの醸成） 

l 自立発展性を考慮した投入・運営
管理体制・低コスト性 

l 受益者負担による研修実施 
l 既存組織の利用 
l 研修実施マニュアルの策定 
l 政策的支援（研修の平日開催） 

2 

フィリピン・ 
SBTP 

阻害 
要因 

l 中央の CP の人員不足、時間的制約 
 
 

阻害 
要因 

l 質管理の困難さ 
l 理数科を専攻した学生が少ない 

阻害 
要因 

l 地方では人材・予算が不足してい
る 
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貢献 
要因 

l 国別特設研修による CP の能力向
上 

l チームとしての意識の統一 
 

貢献 
要因 

l モデル授業やセミナーの開催に
よるプロジェクトの成果の普及 

貢献 
要因 

l 自立発展性を考慮した対等な文化
交流・協力としての「提案型協力」 

３ エジプト・小学校理
数科授業改善 

阻害 
要因 

l 長期専門家の派遣期間・時期・人
数が適切でなかった 

l CP の資質や人数 
l エジプトの縦割り行政 
 

阻害 
要因 

l 特になし 阻害 
要因 

l ガイドブックがエジプトの公式な
ガイドブックに認定されなかった 

貢献 
要因 

l 運営管理体制整備 
l 無償での校舎建設 

貢献 
要因 

l 大学―現場学校との連携（パイロ
ット事業の実施） 

l 母語による教科書の作成 
l 普及のためのワークショップ 
l JOCV との協力による学校現場支
援 
 

貢献 
要因 

l カリキュラムと整合 
l リーダー的人材の育成 
l 財源の確保 

インドネシア・
IMSTEP 

阻害 
要因 

l 長期専門家の派遣期間・時期・人
数が適切でなかった 
 

阻害 
要因 

l 目標レベルが協力期間に対して
高すぎた 

阻害 
要因 

l 地方分権化による現職教員研修の
制度的枠組みが未整備 

貢献 
要因 

l 現地調達可能な材料を利用した実
験器具、実験方法の導入 

l 学習者の主体性に配慮したアプロ
ーチ 
 

貢献 
要因 

l 外国語文献のクメール語への翻
訳による情報の普及 

貢献 
要因 

l 特になし 

４ 

カンボジア・理数科
教育改善計画 

阻害 
要因 

l 教育センターの完成の遅れ 
l CP の能力不足 

阻害 
要因 

l 特になし 阻害 
要因 

l FOP の組織的位置づけが明確でな
い 

l 財政面の安定性が不確か 
l CP の能力不足 
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Mr. Waititu M. Michael  Subject Administrator, Physics, SMASSE 
Ms. Lynette G. Kisaka  Academic Head, Biology, SMASSE 
Ms. Peula Lelei   Subject Administrator, Biology, SMASSE 
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Ms. Owaka Margaret  Teacher (Mathematics, Biology) 
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Ms. Josefina G. Belen Elementary Science Trainer 
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Center for International Education (Cebu) 
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(Chemistry) 
Ms. Shirry R. Juayan RSTC, West Visayas State University (Chemistry) 
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Ms. Alicia Cartago Iloilo City National High School, Math 
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Ms. Dominador D. Mangao Education Supervisor, Science and Health, EED 

Division Education Office, Iloilo City 
Ms. Nelly H. Valerio Education Supervisor, Math 
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 添付資料8 国内関係者へのアンケート・インテビューリスト

国名 案件名 プロジェクトでの役割* 氏名 アンケートインタビュー
フィリピン パッケージ協力 JICA担当者、専門家 今野公博 ○ ○

JICA担当者 梅宮直樹 ○ ○
協力隊事務局 畠中みこ ○
協力隊調整員 後藤晃 ○ ○
協力隊シニア隊員 中井一芳 ○

初中等理数科教員研修強化 JICA担当者 石澤朋子 ○
計画 協力隊事務局 柿田美恵子 ○ ○

インドネシア 初中等理数科教育拡充計画 国内委員長 下條隆嗣 ○
専門家 比嘉京治 ○
専門家 神沢淳 ○
JICA担当者 小泉高子 ○ ○

カンボディア 理数科教育改善 調査団員 横関祐見子 ○
JICA担当者 薬師弘幸 ○

エジプト 小学校理数科授業改善 専門家 小島喜孝 ○
小学校理数科教育改善 JICA担当者 松山剛士 ○ ○

ケニア 中等理数科教育強化フェーズ1 調査団員、専門家 杉山隆彦
専門家 長沼啓一
JICA担当者 小林正博
JICA担当者 岩井雅明 ○
JICA担当者 吉川正宏 ○ ○
協力隊員 岡本剛 ○ ○
協力隊員 佐々木大吾 ○

中等理数科教育強化フェーズ2 JICA担当者 菅原美奈子 ○ ○
ガーナ 小中学校理数科教育改善 調査団員、専門家 横関祐見子 ○

JICA担当者 松山剛士 ○ ○
南アフリカ ムプマランガ州中等理数科教員 国内委員長 長尾眞文 ○

再訓練フェーズ1 専門家 又地淳 ○

JICA担当者 門脇聡 ○ ○
ムプマランガ州中等理数科教員 JICA担当者 門脇聡 ○ ○
再訓練フェーズ2 JICA担当者 中島美佐子 コメント供出

ホンジュラス 算数指導力向上 専門家 關谷武司 ○
JICA担当者 小林和恵 ○
JICA担当者 小林英理子 （連名）
協力隊員 水野あゆみ ○

国内関係者へのアンケート・インタビューリスト

注１）アンケート総発送数は４２通で、うち３０通の回答を得た（うち2通4名は連名）。アンケート対象者は、案件の形成段階、実
施段階のそれぞれに携わった調査団員、国内委員会委員、専門家、JICA担当者（協力隊事務局含む）、協力隊員を報告書等
より抽出したが、現在の所属先・連絡先が把握できず、アンケートを送付できたのは、42通となった。
注２）国内でのインタビューは14名に対して行った。なお、このインタビューリストには、現地調査でのインタビューは含まれて
いない。また、インタビューは現地調査を行ったケニア、フィリピンの関係者についてのみ実施した。

○
（連名）

○
〈同時実施）
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1992
1992 11
1993

RSTC
1994 11

1997

1999 1
2001 3

2002
2

1996 1
 1997
1998 4

1998
1998

1998 8
2001

2003

1998 4
1999 5

1999 5
2000 3
2001 10

2003 4
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2000 12
 2000 5

1995 10
1996

 1997
 1997

1998 4
2001 1

2002 11

Report on the 4th Workshop on Effective Operation and Management of the SMASSE Project, 
July 2002 
SMASSE Project Monitoring and Evaluation Tools, October 2002 
SMASSE Project Monitoring and Evaluation: Information and Data for Final Evaluation, 
October 2002 
SMASSE Project Instruments for Internal Monitoring and Evaluation 

1998 12
1999 11
2001 5

1996 12
1997

MSSI
1999

1999 9
2003
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3
2

2003 3

1997

2002a 2002

2002b

2002c

2003a

2003b

2003c

2003d ODA

2004 JICA

2000 2000

1993

2003
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2000

1998 1
1

1999 SMEMDP
2 1

2003 TICADII

1999
2 2

2001a
4 1

2001b
4 2

2000
23 JSSE/ICASE/PME 3 1

1999
2 2

2000
3

1

2001
4 1

2002
5 1
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1998
1990 Vol.14 

No.1

1999
2 1

2003
6 1

Ralph W. Harbison, Eric A. Hanushek (1992) Education Performance of the Poor. Oxford 
University Press 

Kazuo Kuroda (2001) Why is research knowledge so contradictory between developed and 
developing countries? Paper presented at the Oxford International Conference on Education 
and Development, Sept. 2001. 

M. F. Smith (1989) Evaluability Assessment. Kluwer Academic Publishers 

The National Committee on Education For All, Republic of the Philippines (1991) Education 
for All – A Philippine Plan of Action 1991, 2000, Volume I & II. Republic of the Philippines 

Republic of the Philippines (1995) Medium-Term Philippine Development Plan 1993-1998.
Republic of the Philippines 

Republic of the Philippines (1998) The Philippine National Development Plan. Republic of 
the Philippines 

Department of Education, Culture and Sports (1998a) Annual Report, 1997. Republic of the 
Philippines 

Department of Education, Culture and Sports, Republic of the Philippines (1998b) Facts & 
Figures on Philippine Education. Republic of the Philippines 
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World Bank (1996) Staff Appraisal Report, Republic of the Philippines, Third Elementary 
Education Project.

Department of Education and Culture, The Republic of Indonesia (1998) A Study on the 
Drop-Out Situation of Basic Education in DKI Jakarta. Republic of Indonesia 

Ministry of Planning, Kingdom of Cambodia, Kingdom of Cambodia (1996) First 
Socioeconomic Development Plan 1996-2000. Kingdom of Cambodia 

Republic of Kenya (1997) National Development Plan 1997-2001. Republic of Kenya 

Republic of Kenya (1994) National Development Plan 1994-1996. Republic of Kenya 

The Government of Kenya (1996) Economic Reforms for 1996-1998. Republic of Kenya 

World Bank (2000) World Development Report 2000/2001. Oxford University Press 

UNESCO (2000) World Education Report.

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html

http://www.clair.or.jp

http://ovta.or.jp

http://www.smasse.org

UNESCO, Institute for Statistics http://www.uis.unesco.org
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